
































































































































































































































































































































アメリカ法における preference をめぐる議論の要点については、Douglas	G.	Baird,	Elements of Bankruptcy, Sixth 
Edition（FOUNDATION	PRESS,	2014）172を参照。
35	 Adler は、New	York	University	School	of	Law に所属する倒産法、契約法、コーポレイトファイナンス等を研究
領域とする Professor である（2015年９月現在）。著書として、アメリカにおける倒産法理論について分析を加え
た、Barry	E.	Adler,	Foundations of Bankruptcy Law（Foundation	Press,	2005）がある。
36	 Barry	E.	Adler,	A	Re-Examination	of	Near	Bankruptcy	Investment	Incentives,	62	U. Chi. L. Rev.	575（1995）を
とりあげる。なお、Adler は、債務者の行為（弁済）でなく、それに対応する債権者の行為（弁済の受領）に着目
した検討を行う。







　	 　アメリカ法における法の経済分析の状況を概観する近時の文献として、Steven	Shavell,	Foundations of 













































































































45	 債権者による倒産手続開始の要件としての “failure	to	pay” という削除するのであれば、各々のＣは、債権回収を
試みる、債権回収を控える、倒産手続を強制する、という３つの選択肢を有することになり、その場合には、倒産
手続の強制が、弱支配戦略となるという（Id.	at	588-589）。




























































































































52	 民法改正法案424条の 3 （特定の債権者に対する担保の供与等の特則）との関係については、山本克己「否認要件
と詐害行為取消しの要件（シンポジウム債権法改正と民事手続法）」民訴60号（2014）112頁以下参照。本稿との関
係では、特に、破産手続が開始していない平時の実体的法律関係の規律と破産手続開始の原因である「支払不能」
要件との整合性、「他の債権者を害する意図」という主観的要件における「害する」の意義・内容が問題となる（宮
澤信二郎＝藤澤治奈「偏頗弁済の詐害行為取消しに関する分析」新世代法政策学研究10号331頁（2011）も参照）。
　	 　なお、破産遡及の考え方に基づいて偏頗行為否認を正当化する理解は、実体法的にみると、破産手続が開始して
いない危機時期に、債権者に対して、他の債権者の利益を侵害してはならない義務を課すことを含意しているとい
うこともできそうである（道垣内弘人「「人の性格」の変容」別冊 NBL60号『倒産手続と民事実体法』（商事法務
研究会、2000）251頁、特に263頁以下参照）。
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